
森林組合の事業・経営の動向，当面する

諸課題などを適時・的確に把握し，森林組

合系統の今後の事業展開に資するため，

（財）農村金融研究会は（株）農林中金総合

研究所の委託を受け，農林中央金庫と連携

して，毎年森林組合へのアンケート調査を

実施している。

以下，2008年度に104組合を対象に実施

した「第21回森林組合アンケート調査」の

概要を紹介する。（なお，アンケートは９月

に実施されたもので，その後の急激な景気後

退を反映していない点に留意願いたい。）

調査対象104組合の平均像（概数）は，

管内森林面積４万７千ha（うち組合員所有

林２万３千ha），組合員3,200名，常勤理事

１名，常勤職員21名，作業班員43名，など

となっている。これらの指標は，全国組合

の平均のおおむね1.5～２倍程度であるが，

変動係数にみられるとおり，対象104組合

間でもかなりの格差がある（第１表）。

07年度決算は，前期好調であった販売部

門の取扱高がやや減少したものの収益面で

は横ばい，森林整備部門は増収ながら収益

横ばい，加工部門においては，減収ながら

増益に転じたことから，組合全体の収支は

引き続き改善に向かい，赤字組合数も減少

傾向をみせている。

販売・加工部門の動向の背景は，素材市

況が頭打ち・低落の一方，製品市況は横ば

いで推移したことである。しかし，ヒアリ

ングによれば，製品需要がグリーン材から

乾燥材に移るなど市場構造が変化しつつあ

り，それにより加工コストが増嵩するとい

う大きな流れがあることから，加工部門の

今後については全く楽観視できず，なお縮

小を指向している。他方，森林整備部門に

ついては，公共支出の減少から全体として

は厳しい状況ながら，森林環境税の導入な
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（単位　ha，人）

管内森林面積 

　うち組合員所有林 

組合員数 

常勤理事数 

常勤職員数 

作業班員数 

資料　全国組合は『平成１８年度森林組合統計』（林野庁）     
（注）１　全国組合の「作業班員数」欄は, 組合雇用労働者数（事務員

を除く）。     
２　変動係数とは標準偏差が平均値の何倍であるかを表す。    

第1表　対象組合の概況 
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どが一定の下支えをしている可能性もうか

がえた（第２表）。

人工林資源が成熟化する一方，利用間伐

の推進を含め，森林組合の素材生産事業に

対する更なる取組みが求められる状況にも

あることから，素材生産事業を巡る環境や，

森林組合における取組み状況などを調査し

た。

（１） 利用間伐では高いシェアをもつ

森林組合

管内の主伐・間伐別の素材生産の動向に

ついては，北海道など主伐が増加している

地域もあるものの，北陸・東海・四国を中

心に，主伐は減少，利用間伐は増加する傾

向であり，主伐と間伐で状況は分かれてい

る。また主伐については，管内では行われ

ないとする組合も，一定数存在する。択伐

方式により大径木を目指すためというほ

か，昨今の材価水準では皆伐後の新植費用

まで捻出できず，先送りしているという地

域もみられた。

管内の素材業者数は５社以内とする組合

が約半分で，地域別にみると，東海・北陸

などは比較的業者数が少なく，東北や九

州・四国などで多い。素材業者間での組合

のシェアは，利用間伐について70％以上の

組合が全体の約６割を占め，また利用間伐

の方が主伐より高い組合が大半で，間伐主

体での事業進捗ぶりがうかがわれる（第１

図）。

組合では他業者を「競合相手」と認識す

る割合が高いが，ヒアリングによれば，地

元同業者として顔のつながった間柄であ

り，場面によって同一業者が競合相手であ

ったり，下請業者であったり，材の出荷者
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（注）　集計組合数は９８。 
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第1図　主伐・間伐シェア別にみた組合の分布 
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であったり，というような複数の顔を持っ

ている。

（２） チェーンソー主力ながらプロセッ

サ，ハーベスタの使用も拡大する

林業用機械

伐出担当作業班への方針としては，約８

割の組合が「拡充強化」としており，それ

らの組合に，拡充強化の方法を質問したと

ころ，「高性能林業機械の導入・追加」が

もっとも多く，次いで「研修等による技能

向上」が続いた。特に作業班の体制につい

て「人数・能力とも不十分」とする組合は，

研修よりもむしろ機械導入による能力カバ

ーに積極的である。

07年度に使用した伐出用機械について質

問したところ，伐採用については，チェー

ンソーが大半の組合で使われ，ハーベスタ

の使用は１割弱程度にとどまっているが，

前年度調査（第20回，06年度使用）よりは

使用組合数が拡大している。集材・運材で

は，フォワーダ，グラップル，スイングヤ

ーダの使用が多く，架線集材機の使用は相

対的に少なくかつ減少している。造材は引

続きチェーンソーが主力ながら，プロセッ

サ，ハーベスタの使用が拡大している（第

２図）。

07年度に新規ないし追加導入された林業

用機械としては，グラップル，プロセッサ，

フォワーダが多く，前年度調査に比べると

グラップルの導入組合数が増加している

（12組合→21組合）。機械装備の現状につい

ては，「十分」とする組合は全体の１割強

にすぎず，大半の組合が追加の必要性を感

じている。

他方，これまで導入しながら，期待した

効果が得られなかった機械については，全

体の約１／４にあたる27組合から回答があ

り，具体的には，プロセッサ，タワーヤー

ダ，スイングヤーダ等があげられた。理由

としては，「管内の山林規模が適していな

かった」「個々の作業規模が適していなか

った」「地形が不向きだった」など，導入

に際しての事前の検討が不十分なことをう

かがわせるものも散見された（第３表）。

ヒアリング先では，組合の出資する加工工

場建設のための補助事業とセットで勧めら

れて，林業機械も導入したが，予想外に故

障が多く，しかもその後メーカーも倒産し

てメンテナンスができなくなった，との事

例が紹介された。これらの機械で効果をあ

げるために必要なことがらも質問したが，

今さら活用は難しい，あるいは簡単には改

善できないとするケースも見受けられた。
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０６年度 

０７年度 

１０３ 
１０２ 

（注）１　回答組合数は今回調査１０２, 前回調査１０３。 
２　今回調査は集材と運材の設問を分離しているので, 集材の
数値は前回より大きめに出やすい。 
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第2図　使用した林業用機械（第２０回調査との比較） 

３６ 
５４ グラップル 

３３ 
３９ スイングヤーダ 

２９ 
２３ 架線集材機 

集
材 

９５ 
８８ チェーンソー 

５０ 
５６ プロセッサ 

１３ 
１９ ハーベスタ 

造
材 



ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

農林金融2009・5
39 - 263

（３） 素材生産の収益性管理への関心の

高まり

労働生産性については，９割近くの組合

が把握できるとしており，そのうち大半は

主伐・間伐別に把握している。06年度実施

の第19回調査では，利用間伐に絞って労働

生産性を質問したが，回答のあった組合は，

対象100組合中の47組合にとどまっていた。

今回の調査結果は，この面に対する森林組

合の関心と把握力の高まりをみせたものと

して，注目される。ヒアリングによれば，

高性能林業機械の導入効果を把握するた

め，また作業班の伐出施業を計画的に行う

ためのデータを整備するため，現場ごとに

日数・人数・生産量を自己申告させる体制

を，最近整えたとのことであった。

具体的な水準は，総平均で主伐が人・日

当たり６ｍ3台，利用間伐が３ｍ3台となっ

ており，地域的には，北海道が高く北陸，

近畿が低い傾向にある。東海地方も，生産

性の際立って高い１組合を除いて平均すれ

ば，主伐3.8ｍ3，間伐3.2ｍ3程度と，低めの

地域になる（第４表）。

一方，素材販売単価は，スギがｍ3当た

り10千円強，ヒノキが14千円台，カラマツ

が９千円台，等である。地域的には，北陸，

東海，近畿が相対的に高い価格で販売され

ており，上記の労働生産性と素材単価とは

逆相関の関係がうかがわれる（第５表）。

路網密度は，平均ではha当たり23.52ｍ，

トラック道に限れば，平均15.27ｍで，東

海と四国，九州などが相対的に水準が高い。

しかし，路網密度が把握されていない組合

も30組合（28％）あり，今後の路網整備の

前提として現状把握の強化が望まれる。

続いて，素材生産の見積方法を質問した

（注）　カッコ内は回答組合数, 記載ないものは１組合。 

理由 機械の種類 

プロセッサ 
（８） 

タワー 
ヤーダ（７） 

スイング 
ヤーダ（７） 

フォワーダ 
（３） 

架線集材機, グラップル, 小型運材車, 自走式ウィンチ, 林内
作業車, ハーベスタ, スキッダ　各１組合 

第3表　効果が得られなかった機械とその理由 
（「機械の種類」は複数回答, 「理由」は各２つ以内） 

機械の活用に十分な山林の規模がなかった(３) 
オペレーターが十分習熟していなかった(３) 
地形が機械の活用に適していなかった(２) 
作業規模に適した機械でなかった(２) 
素材生産の受注が期待ほど伸びなかった 
予想外に故障が多かった 
木材価格低迷のため 

地形が機械の活用に適していなかった(４) 
作業規模に適した機械でなかった(４) 
予想外に故障が多かった(２) 
機械の活用に十分な山林の規模がなかった 
機械に適した作業道があまりなかった 
使う場所が限られる 
木材価格低迷のため 

作業規模に適した機械でなかった(４) 
機械の組合せ上, 能力にばらつきがあった(４) 
地形が機械の活用に適していなかった(３) 
機械の活用に十分な山林の規模がなかった 
機械に適した作業道があまりなかった 

地形が機械の活用に適していなかった 
機械の組合せ上, 能力にばらつきがあった 
クローラーのため表示に危険が多い 

（単位　　 /人・日）

北海道 

東北 

関東・東山 

北陸 

東海 

近畿 

中国 

四国 

九州・沖縄 

総平均 

第4表　地域別労働生産性の状況（単純平均） 

８．９ 

６．５ 

６．４ 

４．７ 

６．６ 

４．３ 

５．５ 

５．０ 

６．０ 

６．１ 

主・間伐別労働生産性 主･間伐合計 

主伐 

５ 

１４ 

６ 

５ 

４ 

５ 

７ 

１ 

１３ 

６０ 

回　答 
組合数 

４．０ 

３．８ 

２．８ 

３．０ 

３．９ 

２．２ 
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ところ，材積単価によるとするものが３／４

を占め，日当・人工数による見積を行って

いる組合は２割強であった。

経費削減のための実施事項についての質

問に対しては，施業集約化，路網整備，高

性能機械導入，工程管理強化などを中心に，

自由記入にもかかわらず77組合の記載があ

り，極めて高い関心があることがうかがわ

れる。

（４） 拡充が望まれる利用間伐への助成

利用間伐に対する，現行の行政の補助対

象分野は，伐採，搬出，林道・作業道開設

が多くみられ，次いで機械類の購入助成が

ある。

今後の拡充を望む内容としては，対象林

齢の要件緩和が最も多く，次いで林道・作

業道の補修・拡張があげられる。後者は，

現行補助制度の対象となっている例が相対

的に少ないことの反映とみられる。また，

機械関係は，メンテナンス助成・リース関

係など合わせれば，一定の要望がある分野

とみられる（第３図）。

しかしながら，職員研修受講への助成は，

事例がさほど多くなく，また拡充希望もさ

ほど強くなく，組合にとってあまり大きな

関心分野ではないものと見受けられる。

森林組合へのGIS（地理情報システム）の

導入は，近年広がりをみせつつあるが，地

域的なばらつきが大きく，またその活用状

況についても一様ではないとみられること

から，森林組合における導入・活用状況な

どを調査した。
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（単位　円/　） 

合計 
 

北海道 
 

東北 
 

関東・ 
東山 
 

北陸 
 

東海 
 

近畿 
 

中国 
 

四国 
 

九州 

（注）１ 　樹種別は, 組合ごとに最も取扱が多いもの。     
２　 下段カッコ書きは回答組合数。 
３　 各地区の合計欄は, 内訳欄の４樹種以外の組合も
含む。 

第5表　主要樹種別・地域別素材 
      販売単価（単純平均） 
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（１１） 

１０，９００ 
（１１） 

１０，２４５ 
（２０） 

合計 

１０，１７４ 
（７２） 

　 
（０） 

９，９２０ 
（１５） 

９，０８３ 
（６） 

１１，１８８ 
（８） 

１２，２４０ 
（５） 

１０，８５０ 
（６） 

９，５５７ 
（７） 

９，９５０ 
（８） 

９，８１８ 
（１７） 

スギ 

１４，５７３ 
（１５） 

　 
（０） 

　 
（０） 

１０，９００ 
（１） 

　 
（０） 

１８，０６７ 
（３） 

１７，５００ 
（２） 

１３，４００ 
（３） 

１３，４３３ 
（３） 

１２，６６７ 
（３） 

ヒノキ 

９，３１１ 
（９） 

８，６３３ 
（６） 

　 
（０） 

１０，６６７ 
（３） 

　 
（０） 

　 
（０） 

　 
（０） 

　 
（０） 

　 
（０） 

　 
（０） 

カラマツ 

８，３００ 
（３） 

８，３００ 
（３） 

　 
（０） 

　 
（０） 

　 
（０） 

　 
（０） 

　 
（０） 

　 
（０） 

　 
（０） 

　 
（０） 

トドマツ 

ｍ３ 

６０ 

５３ 

３０ 

２５ 

２１ 

１５ 

１１ 

８ 

１８ 

３ 

（注）　回答組合数は１０１。 

対象林齢の要件緩和 

林道等補修・拡張費用 

機械修理・メンテナンス助成 

林道等幅員要件の緩和 

機械類リース助成額引上げ 

機械類リース助成対象拡大 

職員の研修受講助成 

対象樹種の要件緩和 

その他 

現状で十分 

２０ １０ ３０ ６０ ５０ ４０ ０ ７０ 
（組合数） 

第3図　利用間伐への補助拡充の希望対象（３つ以内） 

３　GISの活用状況



（１） 大規模組合中心に進捗するGISの

導入状況

まず，組合の属する道府県（行政）にお

ける，森林に関するGISの導入状況を，組

合に質問したところ，対象となる42道府県

のうち，71％にあたる30道府県が導入済み，

ないし一部導入済みとのことであった。

組合自体へのGISの導入状況について

は，「県データ」「独自データ」を含め「導

入済み」とするものが，45.2％と半分に近

くにのぼり，「県データにより稼働準備中」

（目前の状態）の組合を含めれば過半になる。

「導入を検討・準備中」の組合は３割であ

る（第４図）。

県データにより稼働中ないし準備中の組

合に，データを処理するシステムの種類を

尋ねたところ，６割弱が県提供のもので，

連合会斡旋システムは３割強であった（第

５図）。

組合の規模別にみると，組合員４千人以

上の大規模組合で導入が進んでいる割合が

高く，１千人未満組合では，導入の考えは

ないとする割合が相対的に高い。また検

討・準備中の組合は２～４千人クラスにお

いて割合が高い。また山林面積別では，１

万ha未満の組合においては導入に消極的な

見方が強い。

「1 調査対象組合の概況」での指摘のと

おり，当調査では対象がやや規模の大きい

組合に偏っていることから，全国水準より

は導入組合の割合が高い可能性がある点に

留意が必要である。

（２） 対組合員への情報提供を中心と

するGISの導入効果

GIS導入済（稼動中）の組合に，導入の

効果を質問したところ，「施業提案の円滑

化」が最も多く，次いで「その他の組合員

サービス向上」があげられている。自由記

入で効果の具体例を求めたところ，22組合
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（注）　回答組合数は１０４。 

導入の考えはない 
１３．５％ 

その他 
１．９％ 

導入を検討・準備中 
３０．８％ 県データで 

稼動準備中 
８．７％ 

県データで 
本格稼動中 
３６．５％ 

独自データで 
導入済み 
８．７％ 

４５．２％ 

第4図　森林組合におけるＧＩＳ導入状況 

２７ 

（注）　回答組合数は４７。 

県提供システム 

１５ 
森連斡旋・　  
推奨システム 

５ その他 

１０ ２０ ５ １５ ２５ ０ ３０ 
（組合数） 

第5図　システムの種類 
（県データにより稼動中・準備中の組合） 

３８ 

２６ 

１８ 

１７ 

５ 

２ 

１ 

３ 

４ 

（注）　回答組合数は４７。 

施業提案の円滑化 

その他の組合員サービス向上 

対外報告の効率化 

作業道開設の円滑化 

境界トラブルの回避 

機動的な材の出荷 

山林異常の早期発見 

その他 

効果が十分あがっていない 
０ ４０ 

（組合数） 

第6図　ＧＩＳ導入の効果（複数回答） 

５ １０ １５ ２０ ２５ ３０ ３５ 



から回答があり，組合員への情報提供の充

実・アプローチの効率化，組合業務のスピ

ードアップ・効率化，山林境界の明確化等

による組合の管理能力向上，等を指摘する

意見が目立った（第６図）。

（３） データ整合性・費用負担等がGIS

導入に伴う問題

GISを既に導入している組合（稼動準備

中の組合を含む）に対し，導入に伴い発生

した支障を質問したところ，「県データと

の整合がとれない」及び「メンテナンスの

費用負担が大きい」との意見が多かった。

支障の具体例としては，データの更新が円

滑にできない，県のデータが現況と異なっ

ている，機械性能に問題がある，人的・経

済的負荷が大きい，等の指摘がなされてい

る。県データを組合の持つ情報で加工する

プロセスが，十分機能していないものと見

受けられるが，ヒアリングでは逆に，組合

でデータ入力した結果を県に提供するよう

に求められるも，組合員情報が流出するこ

とを懸念して，対応に苦慮しているとの話

も聞かれた。なお，導入後「特段の支障は

ない」とする組合も少なからずみられた

（第７図）。

他方，現在導入を検討・準備中の組合に

おいては，特に費用面の負担が障害になっ

ているとする意見が多くみられた。

森林組合，林業の諸課題についての意見

等に関する，自由記入欄を設けたところ，

30組合から意見・要望等が寄せられてい

る。そのうち概ね１／３の組合から，材価

の低迷による厳しい経営環境が指摘される

なか，今後の経営上の課題・方針としては，

間伐及び間伐材製品利用の促進，路網整備，

施業集約化，低コスト化，材の安定供給体

制構築，副産物の燃料活用，人的資質の向

上，組合及び系統の体制強化，世の中全体

の林業に対する理解促進，等々，多岐にわ

たる対応策が検討されている。

今回のアンケート結果からは，組合では

厳しい環境下にありながらも，次第に，業

務の効率化，コスト管理の強化に対する認

識が高まりつつあり，その流れの中で，高

性能林業機械やGISなどの活用も，概ね前

向きに受け止められている様子が浮き彫り

になった。

こうした方向性を今後とも助長し，それ

が一刻も早く，組合経営の安定と地域林業

の活性化を実現させるように，森林系統及

び関係諸団体が一致協力することが望まれ

る。

（むろ　たかあき）
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２１ 

１８ 

７ 

７ 

６ 

１８ 

（注）　回答組合数は５６。 

県データとの整合がとれない 

メンテナンスの費用負担が大きい 

運用の人的負荷が大きい 

効果的に活用できない 

その他 

支障はない 

０ ２５ 
（組合数） 

第7図　ＧＩＳ導入に伴う支障 
（導入済・稼動準備中の組合, 複数回答） 

５ １０ １５ ２０ 

おわりに




